
 （様式８）                                                                         （単体用） 

配 置 予 定 技 術 者 調 書 

 
                                                                                                        商号又は名称：                     
 

 配 置 予 定 
 技術者の氏名 
 
  (生年月日) 

 
  会 社 名 

 法 令 に よ る 免 許 
 国 家 資 格 の 名 称 
 （ 取 得 年 月 日 ） 
 （ 番    号 ） 

 免  許 
 資  格 
 取得後の 
 年  数 

                         施   工   実   績   の   概   要 

 工事名称  施 工 場 所  契約金額  工  期  発注機関名  受注形態等  従 事 役 職  工 事 内 容 
 （工事成績評定点） 

            

 
注１）「法令による免許・国家資格」の写しを添付すること。 

注２）「施工実績の概要」欄には、一般競争入札（制限付）公告の「総合評価落札方式に関する事項－(1)入札の評価に関する基準－②配置予定技術者の能力の同種工事を主任技術者又は監理
技術者として施工した実績の有無」の評価基準に示した施工実績について記載すること。（施工実績として認める期間の末日は公告日の前日である。） 

注３）上記注２）を証明する書類として、ＣＯＲＩＮＳの写しを添付すること。ＣＯＲＩＮＳ登録が無い場合は、施工実績証明書（様式１２）および請負契約書の写し等（工事名称、施工場
所、契約金額、工期、発注機関名、受注形態、従事役職、工事内容、請負者の確認ができる部分。）を添付すること。ただし、上記注２）について、これらの書類の記載内容で同種工事
の施工実績が不明な場合については、図面、設計内訳書等を併せて添付すること。 

注４）枚数の制限はしない。 
注５）該当がない場合も、「該当なし。」と記載して提出すること。 



（様式８）                                                                         （単体用） 

配 置 予 定 技 術 者 調 書 

 
 《記載例》                                                                                                 商号又は名称：○○建設㈱                
 

 配 置 予 定 
 技術者の氏名 
 
  (生年月日) 

 
  会 社 名 

 法 令 に よ る 免 許 
 国 家 資 格 の 名 称 
 （ 取 得 年 月 日 ） 
 （ 番    号 ） 

 免  許 
 資  格 
 取得後の 
 年  数 

                         施   工   実   績   の   概   要 

 工事名称  施 工 場 所  契約金額  工  期  発注機関名  受注形態等  従 事 役 職  工 事 内 容 
 （工事成績評定点） 

  ○○ ○○ 
 (○年○月○日) 

 ○○建設㈱  １級土木施工管理技士 
 （Ｓ○○年○月○○日） 
 （第○○○○○○○号） 

 ○年○月  ○○工事  ○○県○○市  ○○億円  Ｈ○年 
 ○月○日 

 ～ 
 Ｈ○年 
 ○月○日 

 岡山県  単体  監理技術者  ＮＡＴＭ工法による 
 道路トンネル工事 
 延長○○○ｍ 

 （６５．０点） 

 △△工事  △△県△△市  △△億円  Ｈ△年 
 △月△日 

 ～ 
 Ｈ△年 
 △月△日 

 △△公団  共同企業体 監理技術者  ＮＡＴＭ工法による 
 道路トンネル工事 
 延長△△△ｍ 

 

 □□工事  □□県□□市  □□億円  Ｈ□年 
 □月□日 

 ～ 
 Ｈ□年 
 □月□日 

 □□県  単体 監理技術者  ＮＡＴＭ工法による 
 道路トンネル工事 
 延長□□□ｍ 

 
注１）「法令による免許・国家資格」の写しを添付すること。 

注２）「施工実績の概要」欄には、一般競争入札（制限付）公告の「総合評価落札方式に関する事項－(1)入札の評価に関する基準－②配置予定技術者の能力の同種工事を主任技術者又は監理
技術者として施工した実績の有無」の評価基準に示した施工実績について記載すること。（施工実績として認める期間の末日は公告日の前日である。） 

注３）上記注２）を証明する書類として、ＣＯＲＩＮＳの写しを添付すること。ＣＯＲＩＮＳ登録が無い場合は、施工実績証明書（様式１２）および請負契約書の写し等（工事名称、施工場
所、契約金額、工期、発注機関名、受注形態、従事役職、工事内容、請負者の確認ができる部分。）を添付すること。ただし、上記注２）について、これらの書類の記載内容で同種工事
の施工実績が不明な場合については、図面、設計内訳書等を併せて添付すること。 

注４）枚数の制限はしない。 
注５）該当がない場合は、「該当なし。」と記載して提出すること。 


